
 

大阪湾港湾連携推進協議会 

「大阪湾港湾の基本構想」～スマートベイの実現を目指して～ 

 

フォローアップの背景 
 

平成 27 年に「大阪湾港湾の基本構想」が概ね 10 年後を想定して策定されてから 3 年超が経過した。この間にも港湾を

取り巻く状況は時々刻々と変化してきており、平成 30 年 7 月には港湾の中長期政策「PORT2030」（国土交通省港湾局）

が策定され、令和元年 6 月 27 日には「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針」が見直さ

れ告示された。このような状況の変化に対応すべく、今回、「大阪湾港湾の基本構想」のフォローアップを行った。 
 

「大坂湾港湾の基本構想」策定後 

近年の主な経済社会情勢の変化 

近畿圏からの農水産品輸出の増加 等、 

地域ならではの価値ある貨物を支える物流の必要性 

近畿圏への訪日観光客数の増加と、 

よりラグジュアリーな観光需要の増加 

大阪港夢洲地区における国際観光拠点（IR 等）の形成 

2025 年日本万国博覧会（大阪・関西万博）開催決定 

2018 年 9 月の台風 21 号による高潮被害の発生 

 

 2015 年以降輸出額が急伸する農水産品（生鮮品）に対するコ

ールドチェーン、高まる越境 EC 需要を支える高機能物流倉庫

の促進など、近畿ならではの貨物の価値を支える物流網構築の

必要性が生じている。 

 

（近畿農政局「近畿管内における農林水産物・食品の輸出の状況と取組
（H30.9)」） 

 近畿圏への訪日宿泊観光客数は近年大幅に増加。 

 

（観光庁「宿泊旅行統計調査」より作成） 

 海外富裕層の高級クルーザー“メガヨット”寄港に対して、 

国内受入マリーナが限定されている。 

  

（国土交通省「スーパーヨットの受入拡大に向けた取組の推進」 
プレスリリース（2019 年 3 月 6 日付）添付資料より） 

 大阪港夢洲地区は、国際物流拠点と共存可能な国際観光拠点

の形成、また 2025 年大阪・関西万博開催決定による候補地

としての整備が見込まれ、整備中・開催期間中の混雑やアク

セス確保への対応を検討する必要性が拡大。 

 

 

（経済産業省「2025 年国際博覧会検討会報告書 概要」） 

 台風による高潮の浸水被害が発生。陸上電源設備の浸水、 
コンテナ倒壊等の港湾施設への被害に対する対策が急務。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（近畿地方整備局撮影） 
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関東 近畿

（単位:10万人泊）
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「大阪湾港湾の基本構想」 

フォローアップ 



 

Advanced Technology and Society 最先端をリードする港 

産業･貿易･物流 

Market Globalization＋Regional Cultivation 世界とつながる港＋成熟した地域社会を切り拓く港 

環境･エネルギー 

 情報通信技術（ICT）の積極的な活用により、我が国を代表する港湾としてターミナルの生産性を向上させるとともに、
物流に関連する情報の一元化によりユーザーの港湾利用の利便性を確保する。 

 多様な航路サービスを有し世界中とつながるとともに、背後圏との陸・海のアクセス性も強化する。更に、物流面での高
付加価値化を図り、大阪湾の経済発展に貢献する。 

 

 大阪湾の持続的な発展を支えるため、新たなエネルギーの供給拠点としての役割を担う。 
 環境に配慮した先進的な試みを実施することで、世界的な潮流である環境保全に貢献する。 
 AI や IoT、自働化技術などの次世代の技術展開に対応した複合一貫輸送ターミナル機能の強化及び拡充。 

Market Globalization＋Traditional Industry and Culture 世界とつながる港＋伝統を活かし育む港 

文化･交流･くらし 
Sustainable Development 持続的な発展を支える港 
安全･安心 

 大阪湾の特性を活かし、国内外の双方の人々にとって魅力的で多様なツーリズムメニューを提供するとともに、ツーリズ
ムメニューを下支えするハード面での整備も推進する。 

 臨海部の産業空間の再編を図るとともに、それら産業の港湾物流の効率化に資する施設を継続的に整備する。 

 

 近年頻発している自然災害による被害を軽減し、背後圏を護るためのハード施設の整備を進める。加えて ICT 技術を活用
し、災害情報や被災状況を一元的に管理し、発災時におけるスピーディーかつ効率的な救援活動を支援する。 

 人口減少社会、財政面での逼迫に直面する中において、ICT を活用した維持管理分野・港湾建設分野における生産性向上
を図る。 

 




